予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　県立高校改革リーディングプロジェクト推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会事務局 学校支援課 総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3678）
E-mail： c17782@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　30,000千円（前年度予算額：  30,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	要求額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	1月29日時点
査定額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	決定額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
高等学校では、グローバル化、少子高齢化、産業構造の変化という環境要因の変化や、多様化する生徒への対応が求められている。これらに対応するため、各高等学校は、地域の実情、生徒の希望や実態等を踏まえ、中長期的な将来を見据えた学校のミッション、目的とする人間像や生徒に身に付けさせるべき学力、資質・能力等を明らかにした教育改革ビジョンを明確にし、その実現のために具体的な取組を実施していく必要がある。

（２）事業内容

高等学校における教育改革を進めるため、特に優れたプロジェクトに取り組む１０校を「教育改革重点推進校（リーディングハイスクール）」に指定し、重点的に支援を行う。
○平成２５年度　教育改革重点推進校１０校

岐阜高校・岐山高校・岐阜商業高校・揖斐高校・大垣工業高校・関高校・

東濃高校・恵那農業高校・高山工業高校・華陽フロンティア高校
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	6,816
	外部講師謝礼(地域指導者・大学教授等)

	旅費
	4,444
	講師費用、研修旅費等

	消耗品費
	6,006
	講座材料、用紙等

	印刷製本費
	661
	研究成果報告書等

	役務費
	1,113
	通信料等

	委託料
	476
	学力調査費等

	使用料等
	5,036
	バス借上げ代等

	備品購入費
	1,277
	実習機器等

	負担金等
	4,051
	生徒短期留学補助等

	その他
	120
	光熱水費

	合計
	30,000
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・第２次岐阜県教育ビジョン
　　基本目標３　魅力ある教職員の育成と安全・安心な教育環境づくりの推進
（３）学校マネジメントの推進
取り組むべき主な施策

①校長のリーダーシップに基づいた特色ある学校づくりの推進
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県立高等学校が、地域の実情、生徒の希望や実態等を踏まえ、中長期的な将来を見据えた学校のミッションや、目標とする人間像や生徒に身に付けさせるべき学力、資質・能力等を明らかにした教育改革ビジョンを策定し、その実現のための先進的な教育プロジェクトを企画する。県教育委員会は、特に優れたプロジェクトに取り組む高等学校を「教育改革重点推進校」として指定し、重点的に支援を行い、その成果を検証することにより、高校教育の質保証・向上につながる高校教育改革を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	評価委員による評価「おおむね満足することができる」
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	90％
（H26）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
事業計画書を提出した２７校について、書類審査及びプレゼンテーション審査を行い、有識者等の意見も参考にして、以下の１０校を「教育改革重点推進校（リーディングハイスクール）」に指定した。

岐阜高校・岐山高校・岐阜商業高校・揖斐高校・大垣工業高校・関高校・東濃高校・恵那農業高校・高山工業高校・華陽フロンティア高校
指定を受けた各学校において、事業計画に基づき高校教育改革のための様々な取組を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

各学校の課題に応じて様々な取組がなされ、課題解決に向けて学校の活性化が進んでいる。複数年の取組を経て、高校教育改革の推進が期待される。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	グローバル化や少子高齢化、技術革新や情報化等が急速に進展する中で、地域社会や日本のリーダーとして貢献できる人材の育成が求められており、高校教育においても、高度な能力の基盤を培うことが必要とされている。県において事業を推進する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	教育改革重点推進校の課題に応じて、様々な取組がなされ、課題解決に向けて、学校の活性化が進んでいる。複数年の取組を経て、高校改革が期待される。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	高校改革にとって、有効な事業かどうかを、書類審査、校長によるプレゼン等を行い、教育改革重点推進校を採択した。

評価委員による学校視察を行い、事業が効率的に推進されているか調査・評価を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・各学校における成果の検証方法

・県教育委員会における採択したプロジェクトに対する適切な指導・助言と評価（評価委員会の組織、中間発表会の開催等）


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・事業の成果をあげるためには、複数年の継続が必要である。

・県内全体の高校改革につなげることができるように、重点推進校の事業の普及、共有化、内容の発展・充実に取り組む。


